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ファミリービジネスは、かつては遅れた存在とされ、消滅するだろうといわれてきた。ところが、世界的に見
たときにファミリービジネスはきわめて長寿であり、業績も優れていることがわかった。これまでのファミリ
ービジネス研究は欧米を中心になされてきた。本稿では、これまでの欧米におけるファミリービジネス研究を
構築する資源ベース理論、エージェンシー理論および社会情緒的資産理論などをサーベイする。しかし日本は
ファミリービジネス大国であるにもかかわらず、その研究はまだ発展途上である。その意味で日本のファミリ
ービジネスを理論的に研究する価値がある。これからの日本のファミリービジネス研究の方向性を提案する。
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ファミリービジネスの 
理論的研究の必要性

　ファミリービジネスの研究はまだ端緒についたばかり
である。1990年代の中頃、欧米の経営学者の一部の人々
がその研究を始めた。とりわけハーバード・ビジネスス
クールの教授たちが、ファミリービジネスの特異性に着
目してその研究を始めた。それはある意味では「プロフ
ェッショナル経営者」育成を標榜するハーバード・ビジ
ネススクールのなかから異論を唱えているようでもあっ
た。その後も、ハーバード・ビジネススクールからはい
くつかファミリービジネスに関する研究がなされてきた。
　このような動きのなかから、欧米のビジネススクール
が一斉にファミリービジネス研究に着手し、ファミリー
ビジネス・センターを設置しだした。たとえば、アメリ
カのノースウェスタン大学ケロッグ経営大学院、フラン
スのINSEAD、スペインのIESE、スイスのIMD、イタ
リアのボッコーニ大学など各国の有力なビジネススクー
ルがファミリービジネスの重要性に気づき、その研究に
拍車をかけた。
　日本は世界のなかでもその数、歴史においても最大・
最古の「ファミリービジネス大国」でありながら、残念
ながらファミリービジネス研究は甚だ遅れているといわ
ざるをえない。日本のファミリービジネスの研究は2000
年代にスタートしたが、それはファミリービジネスの研
究というよりは「老舗」あるいは「長寿企業」の研究か
ら始まった（後藤、2006；横澤編著、2000；倉科編著、
2008）。これまでの研究でわかっているのは、ファミリ
ー企業のほうが非ファミリー企業よりも業績が良いと
か、企業寿命が長い（永続性が高い）とか、従業員の定
着性が高いとか、変革に対して適応的だということであ
る。しかし、逆に、ファミリー企業の不祥事には事欠か
ない。マイナス面が際立っているのも事実である。ここ

でファミリービジネス研究の主要な理論的課題は、①永
続性（伝統と革新）、②事業継承、③ガバナンスである。
　理論構築は、「なぜ」という問いに答えることである。
それは現象を科学的に解明するばかりでなく、これから
を予測することに貢献する。そこで、本稿では、これま
での研究をサーベイすることによって、ファミリー企業
に関する理論を歴史的に考察する。しかし、ファミリー
ビジネスに関する理論研究はきわめて学際的である。経
済学（ファイナンス理論など）、経営学、社会学（家族
社会学を含む）、文化人類学、人的資源理論、社会心理
学などさまざまな理論からのアプローチが可能な分野で
ある。そこで本稿では、基本的には経営学の立場から、
ファミリービジネスに関する理論のこれまでの蓄積、今
日的研究状況、および今後の研究の展望を述べることと
する。

これまでの理論（昨日）

　ファミリービジネスの研究は欧米中心に行われてき
た。当初は、ファミリービジネスの経営実務に関心が寄
せられてきた。さまざまな実務的研究がなされてきた
が、その関心はファミリービジネスの定義、経営モデ
ル、あるいは実態調査に向けられていた。ファミリービ
ジネスの定義は多岐にわたる。その定義次第でファミリ
ービジネスの内容は大きく異なる。たとえば、トヨタ自
動車は、もはや豊田家が所有していないが、経営者層に
は少なからず創業家のメンバーが存在している。入山・
山野井（2014）は、ファミリービジネスを「同族所有」企
業と「同族経営」企業に区分し、トヨタを「同族経営」
企業と分類している。本稿では、とりあえず「ファミリ
ービジネスとは創業家の一族がその企業の所有あるいは
経営に携わる企業」とする。つまり、所有のみの企業、
あるいは所有の程度は低いが経営の中枢に創業家のメン
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バーがいる企業、そして所有も経営も行う企業を指す。
　ファミリービジネスの研究に最初に着目したのは、現
在ノースウェスタン大学ケロッグ経営大学院で教授を務
めるジョン・ワード（Ward, 1987）であろう。往々に
して家族的情実に流れがちなファミリー企業の経営に戦
略プランニングの導入を指摘している。この初期的啓発
からとりわけハーバード・ビジネススクールの研究者た
ちが、ファミリー企業の経営における問題解決をめざし
た経営モデルの開発を行った。それがスリー・サーク
ル・モデルである。

スリー・サークル・モデル

　スリー・サークル・モデルとは、「ファミリー」「ビジ
ネス」「オーナーシップ」の３つの要因からファミリー
ビジネスが構成されるとする（Gersick et al., 1997）（図
１）。この経営モデルによれば、ファミリービジネスに
は８つのタイプがある。最もファミリービジネスらしい

のは、ファミリー（創業家）がその企業を所有し、経営
も行うものである。
　逆に、創業家が所有も経営もしないタイプのファミリ
ービジネスがある。それぞれのタイプの違いによって経
営スタイルが異なってくる。そのタイプの違いによって
経営の関心も異なる。ファミリービジネスからの配当な
どの経済的報酬のみに関心のあるファミリーもあれば、
実質にファミリーと企業とが一体化し、所有と支配を一
致させることに目標を置くファミリーもある。このそれ
ぞれに異なる経営関心に対して的確な経営実務上の処方
箋を書くことを可能としている。
　さらに、この経営モデルの延長線上にファミリービジ
ネスの進化形を捉えるスリー・ディメンジョン・モデル
がある。ファミリー軸、ビジネス軸、オーナーシップ軸
の３次元からファミリービジネスの時間による変化を分
類する。たとえば、直系血族による経営から次第にいと
こなどを含んだ広義のファミリービジネスへと進化して
いく。当然、このようなファミリービジネスの経営は一
段と複雑になり、困難なものとなっていく。
　ファミリービジネスを合理的かつ健全なものとするた
めには、近代経営手法の導入は避けられない。とりわけ
戦略計画および管理手法の導入が必要である。しかし、
往々にして戦略計画自体がファミリーの抱くビジョン、
意図、目標と対立しがちである。ファミリーには先祖
代々守ってきた固有のビジョンや目標がある。しかし、
経済合理性に導かれた経営計画の指し示す企業目標とそ
れらはしばしばコンフリクトを起こす。ファミリービジ
ネスの経営がいわゆる普通の企業と異なるのは、まさに
非経済的な要因が経営に入り込むことにある。ファミリ
ー企業の不祥事が起こるのはこの点でもある。近年の「林
原」の倒産などは、ファミリーの意思が先行し、粉飾決
算という悪しき結果につながった例である（林原、2014）。
この問題に取り組んだのが、パラレル・プランニング・
プロセス・モデル（PPPモデル）である（Carlock and 
Ward, 2010）。

図１ スリー・サークル・モデル

（出所）Gersick et al. (1997)邦訳 p.14。

オーナーシップ

ファミリー ビジネス
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PPPモデル

　ファミリービジネスには創業以来保持している固有の
ビジョン、夢、目標がある。それらは優れて家族の繁
栄、社会への貢献あるいは従業員への感謝など非経済的
なものである。家訓などはその典型であり、住友家の

「浮利を追わず」などはこういった例である。しかしな
がら、企業としては目前にあるチャンスを見逃すことは
経済合理的には適合するとは限らない。そこで、ファミ
リービジネスは、ファミリープランニングと戦略プラン
ニングを並行的に行うことが必要となってくる。この両
者の計画を並列的に行うことで、企業の永続性を確保す
るのである。
　ファミリー企業の永続性の研究にもいくつかのモデル
があるが、最も代表的なのが4Cモデルである。

4Cモデル

　ハーバード・ビジネススクールはケースによるビジネ
ス教育で有名だが、ケース分析は実践に有益であるだけ
でなく、経営現象の解明にも有益である。4Cモデルは欧
米のファミリービジネス企業24社のケース分析から導出
されている。ミシュラン、ウォルマート、リーバイ・ス
トラウス、イケア、エスティ ローダーなど各産業分野に
おける高業績かつ高い永続性を持ったファミリービジネ
スの詳細なケース分析から特異な経営特性が見いだされ
た。それらは4Cモデルというもので、① Continuity（継
続性－夢の追求）、② Community（コミュニティー－同
族集団のまとめ上げ）、③ Connection（コネクション－良
き隣人であること）、④ Command（コマンド－自由な行
動と適応）、これら４つのCの組み合わせからファミリー
企業の経営が成り立っているとする。
　第１のCの継続性とは、創業家の抱いたミッションを
継続的、情熱的に達成しようと、長期的観点から投資を

行うことである。会社とは自分たちの夢の実現のための
手段であり、会社に対してスチュアードシップを発揮す
るのである。第２のCのコミュニティーとは、従業員を
強い価値共有集団とすることである。そのためには彼ら
を厚遇することで、彼らから高い忠誠心と主体性を導き
出す。ミシュラン一族の言葉として「短期的利益に目を
奪われた企業は従業員を食い物にしようとするが、長期
に主眼を置く企業は、人材に投資すればするほど大きな
実りを得ることになる」というものがあるが、日本では
冷凍庫メーカー（前川製作所）などは、従業員に定年を
設けず社員をきわめて大切にすることで高い業績を上げ
ている。第３のCのコネクションとは、顧客、取引企業、
そして広く社会一般との良好な関係性を築くことである。
それは、一時的な市場での取引や契約によらず、オープ
ンな互恵的関係性を企業外のさまざまなステークホルダ
ーと維持することである。日本においても、近江商人の
有名な言葉に「売ってよし、買ってよし、世間よし」と
いうものがある。それは自分のみならず、仕入れ業者、
流通業者などの取引先や顧客が喜び、最終的には「世間」
との良好な関係性が大切だというものである。そして、
第４のCのコマンドとは、ファミリー企業のトップは、
多くの一般企業のトップとは異なり、株主の言動にあま
り左右されることがないので、比較的独立的に行動する。
しばしば彼らは、創業時の主力事業をも変革するような
適応的行動をとる。トヨタの豊田家には「一代一業」の
伝統がある。自動織機－自動車－住宅－燃料電池車と、
環境の変化にあわせて創業家出身のトップが新しい事業
を創造し続けることで企業の永続性を保とうとしている。
　この4Cモデルにおいて、永続して成功するファミリ
ー企業はその４つのCのどれかに経営が傾かないことが
肝要だと処方する。たとえば、あまりに永続性に経営の
焦点が行き過ぎると経営が過度に保守的になり変化に適
応できなくなる。また、逆に過度にトップが暴走してコ
ミュニティーの調和が破壊されると、ファミリービジネ
スに危機が訪れる。多くのファミリービジネスの不祥事
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はこのケースであろう。いずれにしろ、この４つのCは
微妙なバランスの上に成り立っている。それは、別の見
方をすると、ファミリービジネスの経営はきわめて複雑
で困難だということである。
　これまでの経営モデルが示唆することは、ファミリー
ビジネスの経営はファミリーという要因が企業経営のな
かに入り込むことによって、その経営はきわめて複雑か
つ困難なものとなるということである。いわば連立同次
方程式を解くようなものである。互いに反発し合う変数
間の関係のなかから最適解を見いださねばならないから
である。その意味では、成功を収めているファミリー企
業の経営はまさにArt（アート、芸術品）だといえる。
これまでの経営モデルではWhatの問いに答えようとし
ている。つまりファミリービジネスとはいったいどのよ
うな姿をしていて、その構成要素は何かということであ
る。さらに、実務的にファミリービジネスの抱える経営
課題にどう応えるか、ということをめざしてきた。つま
りHowという問題に答えようとしてきたのである。そ
のため芸術的経営の姿を求めてきたのである。しかし、
ファミリービジネスは科学的に分析・解明されねばなら
ない。つまり、Whyという問いに答えられねばならない。
被説明変数と説明変数との間の因果関係性を解明するこ
とである。「なぜファミリー企業の業績が、非ファミリ
ー企業より高いのか」「なぜ創業家出身の後継者のほう
が、一般出身の経営者の企業より永続性が高いのか」「な
ぜ日本の場合、株式の所有比率が低くても経営支配がで
きるのか」「なぜ優秀な従業員が進んでファミリー企業
にとどまるのか」等々、さまざまなWhy質問に科学的に
答える理論が必要なのである。

今の理論（今日）

　いかなる理論においても理論構築の第一歩は事実の発
見・観察から始まる。大量サンプルを一定の目的を持っ
て解析するのである。その積み重ねのなかから関連する
理論的枠組みを構築してゆく。まさに今日のファミリー
ビジネスの理論は、大別すると事実発見の実証研究の流
れと、それに関連する３つの関連理論領域がある。それ
らは資源ベース理論、エージェンシー理論、社会情緒的
資産理論である。本稿ではこれら４つの領域について、
その意義、可能性、限界について記述する。

実証研究の流れ

　今日の社会科学の潮流は、賛否はあれども、定量的実
証研究にある。大量サンプルから目的の変数を選択し、
統計的に処理してエビデンスを発掘するのである。
Chrisman et al. （2003）は、1996年から2003年までに発
表されたファミリービジネスに関する論文190本を分析
し、次のような発見をしている。これらの論文のうち、
約22％が事業継承を取り上げ、次いで業績との関連の研
究が15％、３番目にコーポレートガバナンスに関するも
のが10％であった。これは前述した本稿におけるファミ
リービジネス研究の主要課題と一致する。
　事業承継はファミリービジネス研究において最も関心
の高い分野である。日本の有名な格言に「売り家と唐様
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で書く三代目」というものがあるが、創業者が会社を興
し、二代目がそれを守り、三代目がそれをつぶすとよく
いわれる。三代目は教養文化人であり、書をよくするが
商売は下手で、結局会社を売り払うという姿を描いたも
のだ。世界的に見ても、ファミリーによる事業継承と企
業業績との関係はネガティブである。近年の韓国の財閥
の事例に見るように、血縁主義（nepotism）の跋扈が
企業の存続を危うくする。それはまさに企業が合理的な
プロフェッショナル経営者への移行を示唆するものであ
ろう。
　しかし反面、多くのファミリービジネスにとって血縁
関係者への事業継承は本能的なものである。創業者が築
き上げた財産を継承し、守っていくのが後継者の宿命だ
からである。そこで、日本ではさまざまな事業承継のあ
り方が生み出されてきている。江戸時代から綿々と続く
ファミリー企業には承継に関する知恵が豊富である。長
子相伝を原則としながらも、場合によっては能力のある
次男、三男に譲ることもある。また、男子がいない場合
は娘婿を後継者とすることもある。さらに、それもいな
い場合には能力ある養子を迎え入れて企業存続を図るこ
ともある。キッコーマンは400年続くファミリー企業だ
が、創業八家から必ず後継者を生み出すという仕組みを
持っており、ある時には番頭を養子として後継者に据え
たこともあった。
　近年の研究では、沈（2014）が示唆に富む。日本企業
を対象に事業承継と業績との関連を実証研究し、婿養子
の事業承継のパターンが最も業績が高かったという結果
を導出している。さらに、承継に関してはいくつかの研
究課題がある。経営交代はどのタイミングでなすべきなの
か。業績がいいときなのか、悪いときなのか。あるいは、
任期は長いほうがいいのか、限定的なほうがいいのか。
後継者にはどんな育成の仕方をしたらよいのか。まださ
まざまな研究課題が存在している。しかも、事業承継の
型と業績との関係は、ポジティブにもネガティブにも結
果が出ており、いまだ決着がついているとはいえない。

　ファミリービジネスの次なる課題は経営戦略である。
戦略的マネジメントの導入に関する研究は多い。Miller 
and Le Breton-Miller （2005）は、長期永続するファミ
リー企業は固有の持続的な戦略を持っているとする。そ
れは５つのタイプの戦略である。①ブランド戦略、②ク
ラフトマン戦略、③卓越したオペレーション戦略、④イ
ノベーション戦略、⑤ディールメーカー戦略である。
　ブランド戦略は文字どおりファミリー企業の屋号や会
社名がそのまま戦略となるもので、たとえば「虎屋」な
どがその例である。クラフトマン戦略とは伝統的工芸品
企業に多い戦略だが、日本最古の宮大工「金剛組」など
はその好例である。熟練した宮大工の技こそが戦略の中
核にあるからである。卓越したオペレーション戦略とは
生産あるいは販売において他を寄せ付けぬほどの高い効
率性を達成することである。「トヨタ」はトヨタ生産方
式を競争上の武器としている例であるし、アメリカの

「ウォルマート」も流通において卓越した効率性を誇る。
イノベーション戦略は高い研究開発能力を武器とする企
業の戦略である。医薬品大手の「タケダ」や「エーザ
イ」などがその例である。次から次へと画期的製品を導
出することで企業の永続性を確保する。ディールメーカ
ー戦略とは、時代の変化につれ事業を適合的に変える戦
略である。流通企業の「鈴与（Suzuyo）」は、最初は廻
船業から始まり、石炭・石油の販売、陸運、不動産、教
育、航空と多様な事業を多角的に展開してきた。コア事
業を特定せず、時代の要請やニーズにあわせて事業を創
出して業態を変革していくのである。
　ファミリービジネスの経営戦略に関する研究は、戦略
のタイプの研究のみならず、戦略行動に関する実証研究
が多い。しかし、これまでの研究では一致した結果は出
ていない。多くの実証研究は、ファミリービジネスは戦
略面では保守的であると指摘している（Miller et al., 
2013; Anderson and Reeb, 2003）。つまり、多角化やM
＆Aにおいては、現有の資産を守ろうとする傾向が強く
て、あまり戦略的リスクを取らないという。それはその
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投資行動にも表れており、R＆D投資に関してもファミ
リー企業は消極的であるという実証結果が導出されてい
る（Asaba and Wada, 2014）。この傾向は業種、国を超
えて共通である。ファミリービジネスは戦略面ではどち
らかというとリスク回避型だという結果である。しか
し、これに相反する結果も得られている。日本の電気機
器の設備投資行動では、ファミリー企業のほうがより積
極的であったという（Asaba, 2013）。
　これらの相反する結果は、さまざまな議論を喚起す
る。直感的に、企業の永続性は、ひとつはかたくなにそ
の企業の伝統・強みを守り抜くことで永続性を確保する
ことである。老舗企業がまさにそれで、何百年にわたっ
て同じ製品・サービスを提供するのである。旅館業など
はその好例で、ギネスブックに登録された世界最古の企
業の温泉旅館「慶雲館」である。また、和菓子の「赤
福」もそれであろう。しかし、逆に積極的に本業を革新
し、イノベーションを続けることで永続性を確保してい
るファミリー企業も少なくない（奥村ほか、2010）。仏
壇の金細工を事業としていた「福田金属箔粉工業」など
は、いまやスマホに使われる金属部品を生産する企業へ
と革新している。言い換えると、長期的に見るとその事
業を大きく変革している企業では、「イノベーションこ
そ企業永続性」の秘訣であるとする。ただ、イノベーシ
ョンにはリスクを伴うので、失敗の危機が常に存在す
る。イノベーションに失敗したファミリービジネスで
は、しばしばファミリー一族が追放される。
　ファミリービジネス研究のもう１つの大きな課題が、
コーポレートガバナンスである。とりわけ「所有と経
営」が一致している場合、ファミリーへの統治はきわめ
て困難である。これまでの実証研究も、所有度合いが高
いほどファミリーによる支配の度合いが高くなる。たと
え株式を上場していても、経営を支配し、極力外部から
の干渉を排除する傾向がある。しばしば、オーナー経営
者の任期は長くなりがちである。一般の企業では４〜６
年の任期で社長が交代するが、ファミリー経営者の場合

は子息が後を継ぐまで社長を務めるため、必然的に長く
なる。社長職が長くなるほど、社内外からの干渉は減少
し、ガバナンスが働かなくなりがちである。
　これまでの実証研究は一定の仮説を持って検証を行っ
てきたが、ある者は理論を発見するために行い、またあ
る者は理論に導かれて仮説検証を行ってきた。しかし、
これまでのところ事実発見の研究が主流であった。こう
した研究の蓄積からファミリービジネス研究の理論的基
礎が次第に構築されてきた。それらは大別すると、①資
源ベース理論（resource-based view）、②エージェンシ
ー 理 論（agency theory）、 ③ 社 会 情 緒 的 資 産 理 論

（socio-emotional wealth）、であるが、これらと密接に
関連する理論も包括的に検討する。

資源ベース理論

　資源ベース理論はもともと競争戦略の研究からスター
トした。企業が持続的な競争優位を保つことができるの
は、その企業の持つ模倣不可能なコアコンピタンスにあ
るとする（Prahalad and Hamel, 1990）。コアコンピタ
ンスとはその企業のみに存在する資源あるいは能力のこ
とである。そのおかげでその企業は高い競争優位を保つ
ことができる。かつてのソニーには「小さくする」とい
うコアコンピタンスがあった。その能力が企業内に蓄積
され、伝承されて、その結果「ソニーらしさ」というも
のができ、市場で広く認知されていったのである。この
能力をさらに拡張していったのが、資源ベース理論とい
うものである（Barney, 2002）。資源ベース理論では、
①価値（value）、②希少性（rareness）、③模倣可能性

（immutability）、④組織（organization）の組み合わせ
で競争優位性が構築されるとする。従来の競争理論は市
場環境における自社のポジショニングに焦点をあわせて
きたが、この資源ベース理論はむしろ自社の持つ潜在的
能力に焦点をあわせている。その潜在能力とは、見えざ
る経営資源である。それは組織プロセスを通じて生み出
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される希少資源であり、競合相手からするときわめて模
倣するのが難しく、付加価値が高いものである。
　永続するファミリービジネスにはいくつかの模倣不可
能な価値ある資源がある。それらは、まず、「ファミリー
名」である。トヨタ自動車、スズキ、矢崎総業、鈴与、
村田製作所、星野リゾートなど社名がそのままファミリ
ー名の企業は、その名前自体が強固な経営資源である。
それは言い換えれば「のれん」であり、他者が容易に入
手できない。しかし、時にはそれは逆に働くこともあ
る。ひとたび失った評判は回復がきわめて困難である。
評判とは価値の表出であり、マイナスの評判がつくと価
値の毀損につながる。したがって、ファミリービジネス
では評判のマネジメントはきわめて重要な事柄となる。
　ファミリービジネスにおける家訓もきわめて重要な経
営資源である。家訓にはさまざまな経営上の指針が刷り
込まれている。ファミリーのDNAであり、代々伝承さ
れる経営行動の基準である。ファミリーとして守るべき
倫理的・道徳的基準も含まれる。さらに、いわゆる「秘
伝の技」も見えざる経営資源である。ファミリー後継者
のみに伝えられる製造の技は、伝統的産業の企業などに
よく見られる。工芸品や食品産業などでは、口伝のみで
伝えられる技術の場合もある。会社の存続とはそのまま
ファミリーの存続であるので、資源の秘密化を図るので
ある。しかし、逆の場合も存在する。博多の辛子明太
子、仙台の笹かまぼこは秘伝の製法をオープン化するこ
とで誰にでもつくれるようにした。それは地域づくりの
一環であり、仲間づくりである。大勢の仲間が切磋琢磨
し、共創しながら地域を創生していったのである。それ
は、地域そのものが広義の経営資源だといえる。
　ソーシャルキャピタル理論もまた、資源ベース理論に
よるファミリービジネス研究にいくつかの示唆を提供す
る。ソーシャルキャピタルとは社会関係資本と呼ばれ、
社会的ネットワークに埋め込まれた資源のことである

（Lin, 2001）。つまり、社会関係への投資がそういった
資源をより豊かにし、それがより良い見返りを与えるの

である。博多明太子の「やまや」は、明太子の製法の秘
密を公開（先行投資）することで博多地域の資源をより
豊かにし、それによって博多明太子が全国に広がり、地
域への見返りが増大したのである。
　ファミリービジネスはこのように地域社会と密接に関
連している。それは、地元出身の従業員、地元の仕入れ
業者、銀行、下請け、流通業者といった取引先との関係
性を強化する。多くの取引先は地域社会の構成員であ
り、そこには濃密な地域社会ネットワークが存在してい
る。取引先は単なる経済的関係先ではなく、地域を通じ
た社会的関係先でもある。その取引先の多くも、中小の
ファミリー企業であるため、その取引はファミリー同士
の付き合いでもある。その関係性が長年続くことで、ま
すます強い社会ネットワークとなる。あたかも家族のよ
うな強い紐帯が形成されてくる。まさに社会的資産とな
っているのである。
　また、ファミリービジネスの子弟が集まる一部の大学
がある。そこでファミリービジネスのことが学べるから
集中するのではない。そこに行くとファミリービジネス
のコミュニティーがあり、そこでの人的ネットワークが
大切なのである。アメリカでもビジネススクールへ進学
する動機として、人的ネットワークの獲得がある。
　ファミリービジネスにとって地域、業界あるいはイン
フォーマルな社会的関係資本は先祖からの遺産でもあ
る。歴史のあるファミリービジネスは豊かな遺産を受け
継いでいる。先祖からの遺産を守り、時にはそれを活用
して新たな事業を始めることができる。ゼロからスター
トする一般のベンチャー企業とは異なり、ファミリー企
業は内部にすでに留保された自己資金で大胆な新規事業
を起こすことができる。それが、またファミリービジネ
スの永続性を確保するのである。
　日本のファミリービジネスの理論的説明には、比較的
このソーシャルキャピタル理論は文化論的に適合的だと
いえる。日本社会には、崩れたとはいえ、イエあるいは
協働社会の概念は機能している。経済取引も短期の一時
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的取引よりは、長期的関係のなかで仲間的取引を尊重す
る。こういった文化的文脈でのファミリービジネスが存
在しているのである。
　ダイナミック・ケイパビリティー理論は、資源ベース
理論がどちらかというと静態的理論であるのに対して、

「時間」という概念を導入している。ファミリー企業の
長寿性は、常に環境変化のなかでイノベーションを行う
ことで進化を遂げようとすることにある。ここでイノベ
ーションとファミリービジネスの永続性を説明しうる理
論としてダイナミック・ケイパビリティー理論がある

（Teece, 2009）。

　�「ダイナミック・ケイパビリティーは急速な変化の体
制における企業レベルの競争優位の基礎をなすと見な
される。企業による優れた（模倣不可能な）ダイナミ
ック・ケイパビリティーの開発・採用の程度は、当該
企業が創造・結合する無形資産の質量だけでなく、そ
れが獲得しうる経済利益のレベルを決定づけることに
なろう。さらに、（中略）過去が現在のパフォーマン
スのみならず将来のパフォーマンスにも影響を及ぼ
す」（Helfat et al., 2007, 邦訳 pp.51-52）。

　要するに、変化する環境に対して資源の再配置あるい
は創出を行って環境適応を図るケイパビリティーのこと
である。しばしばそれは企業家的経営者によって行われ
るため、経営者そのものが模倣不可能な経営資源と捉え
ることができる。ファミリービジネスの後継経営者のな
かからしばしば企業家的経営者が輩出するが、彼こそが
ダイナミック・ケイパビリティーの駆動者である企業特
殊的資源である。企業特殊的とは、その企業固有の知
識・スキルのことを指す。ファミリービジネスの経営者
はその意味できわめて企業特殊的経営資源だといえる。
　このダイナミック・ケイパビリティー理論と関連する
のが、組織生態理論（population ecology）であろう

（Hannan and Freeman, 1993）。この理論もまた組織の

生存と消滅に関する探究を行っている。しかし、この理
論はファミリービジネスの経営という点では必ずしも直
接的な関与は低いといえる。

エージェンシー理論

　エージェンシー理論は、ファミリービジネスにおける
コーポレートガバナンス問題を説明することを可能とす
る。この理論のルーツは「所有と経営の分離」（Berle 
and Means, 1932）にある。近代の株式会社の台頭は、
多数の個人株主の登場による。企業は株式を発行するこ
とで巨大化していった。この株式会社の巨大化は、２つ
の現象をもたらした。１つはファミリーの持ち分の希薄
化であり、もう１つがプロフェッショナル経営者の登場
である。ファミリーがその所有権を失って一般の多数の
株主が所有者（プリンシパル）となっていった。そして
その企業の経営・支配を非ファミリーの人物（エージェ
ント）に委託していった。この潮流を経営史的に捉えた
のがA・D・チャンドラー Jr.である。まさに経営のプロ
が株主から委託を受けて巨大企業を経営する時代が到来
したと述べた（Chandler, 1977）。この言明は明らかに
ファミリービジネスが遅れた存在で、経営はプロフェッ
ショナルに取って代わられねばならないといっている。
それに呼応するようにアメリカにおいては経営のプロを
養成する経営大学院（ビジネススクール）が一斉に隆盛
していった。
　しかし、ここに２つの疑問が生じてくる。１つは、フ
ァミリー企業のほうが非ファミリー企業よりもパフォー
マンスが良いということである。プロ経営者に導かれた
企業がなぜファミリーメンバーに経営される企業よりも
業績で劣るのであろうか。もう１つの疑問は、ファミリ
ー経営者の在任期間は、非ファミリー経営者のそれより
も圧倒的に長い。それは会社特有の知識はファミリー経
営者のほうが厚いと仮定できる。むしろ、彼らのほうが
プロフェッショナル経営者なのではなかろうか。長年の
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経営者としての経験は、会社のみならず業界や広くは経
済界全般に幅広い知識と人脈からもたらされている。フ
ァミリー経営者は遅れた存在だといわれてきたが、プロ
経営者とはいったい誰なのかという疑問が生じてくる。
　これらの疑問に対してエージェンシー理論を用いると
次のように解釈できる。プリンシパル－エージェント理
論における「利害の不一致」というものがある。つま
り、株主（所有者）のめざす目標と委託された経営者の
目標が不一致を起こし、モラルハザードが生じてしま
う。その解決にエージェンシーコストがきわめて高価に
ついてしまうのである。モラルハザードの解決をめざす
１つの解決方法が、コーポレートガバナンスの充実であ
る。株主は当然、株価の最大化を求めるが、経営者は企
業成長を重視しがちである。つまり、「利益か、成長か」
という課題に直面する。日本企業は、一般的には「成
長」への偏向が高いが、近年では物言う株主が増加した
ことで「利益」を重視し始めている。しかし、このガバ
ナンスがなかなか利かないのも事実である。経営側の独
走によって大赤字を計上するとか、粉飾決算がまかり通
ってしまったとか、いくつかの企業不祥事がある。これ
は、株主と経営者の間に情報の非対称性があって、ガバ
ナンスが利かなかったからでもある。
　ファミリー企業では一般に、「所有と経営が一致」し
ている。それは、モラルハザードが起こらないというこ
とである。ファミリー経営者は、「家」の存続と会社の
存続を一体化して考えることができる。そのため、一般
会社の経営者と異なり、株価を気にすることなく大胆な
戦略をとることが可能となる。また、株式市場からの短
期的な圧力を気にすることなく、長期にわたる視点から
の経営を行うことができる。医薬品企業にファミリービ

ジネスが多いのも、医薬品の開発自体が10年以上にわた
る長期的投資を伴うため、長期にわたる視点からの経営
が求められるからである。それでも経営者の独走が起き
た場合のガバナンスはどうであろう。プリンシパルとエ
ージェントが一致している場合である。ファミリー企業
の不祥事は、この場合である。大王製紙、林原などのケ
ースである。
　１つの解決方法は、社外取締役などの外部人材の取り
込みである。取締役会の活性化である。実際、林原の取
締役会はまったく機能していなかったとの告白がある。
内部者のみの形だけの取締役会だったようである。もう
１つのガバナンスの方法は、関係者による圧力である。
銀行、取引業者、地域社会あるいは従業員などのステー
クホルダーがインフォーマルな形でファミリー経営者に
圧力をかけることである。日本には「番頭」という制度
があったが、今日でも形は変われど、多くのファミリー
企業にはこういった機能を果たす人物がいる。彼らは経
営者をサポートするだけでなく、時には厳しく指導する
ことでガバナンスを利かせているのではなかろうか。一
般の株式会社とは異なり、社会関係資本としてのソーシ
ャルネットワークからの統治である。別の言い方をする
と制度的コントロールというよりは仲間からのインフォ
ーマル・コントロール（peer control）である。こうい
ったゆるい（subtle）コントロールのほうが効果的な場
合もある。

社会情緒的資産理論

　社会情緒的資産（socio-emotional wealth, 以下SEW）
理論は、近年、急速に注目を集めだした理論である

特集 
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（Gomez-Mejia et al., 2011）。SEW理論では、ファミリー
ビジネスは「非財務的効用」を経済合理的効用よりも優
先するという前提に立っている。ここで非財務的効用と
は、金銭的な富以外からもたらされる効用のことである。
それは社会的認知、家族融和といった社会的な動機、あ
るいは情緒的動機に導かれた意思決定の結果のことであ
る。入山・山野井（2014、p.31）は、Gomez-Mejiaらの
研究からSEW理論における「非財務的効用」には３つ
の種類があるとする。第１に、「企業への強い感情的な
結び付き」である。ファミリーは自身のアイデンティテ
ィーを会社と一体化させる。「家」イコール「会社」な
のである。ファミリーを営むことと会社を経営すること
は一緒なのである。会社は単なる経済的富の集積ではな
く、ファミリーの感情的な集合体である。そのため、フ
ァミリーにとって会社を「保有し続け、自ら経営する」
ことと「イエ」を存続させることは一緒なのである。
　第２に、「事業によるファミリーの永続」がある。フ
ァミリービジネスの最大の関心は永続性である。家族は
永続を前提としている。会社もしくは事業も同じだと考
える。「家業」とか「生業」というのは先祖以来、綿々
と伝承されてきた事業であって、それは受け継がねばな
らない。それが後継者のミッションなのである。それは

金銭的効用とは別の効用である。伝統的工芸品などを伝
承する工房などはまさにこういった例であろう。
　第３が、「ファミリー内での利他主義」である。ファ
ミリーには、一般的に高い家族的結束がある。家族のな
かでは互いに助け合うことが奨励される。自己献身的な
行動をとることで、ファミリービジネスの経営を行いそ
の存続を図ろうとする。非ファミリー企業では、逆に

「利己的行動」が当たり前である。メンバーは互いに自
己の利益の追求を行うことが当然である。その意味で
も、ファミリービジネスはこういった企業とは対極にあ
るといえる。
　SEW理論は、確かにファミリービジネス固有の特徴
を説明するには有力な理論であろう。ファミリービジネ
スが一般の企業と異なるのは、まさに「非財務的な効用
を追求するからである」という言明には説得力がある。
しかし、このSEW理論にもいくつか疑問がある。この
理論は、「なぜファミリー企業はこのような意思決定を
したのか」という疑問には答えるが、「なぜファミリー
企業が失敗するのか」という疑問に答えていない。たと
えば、ファミリーが会社と一体化しすぎているがゆえ
に、多くのファミリー企業は失敗している。血縁主義

（nepotism）はファミリー内の利他的行動のマイナス面
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でもある。また、「なぜファミリー企業のほうが経済的
パフォーマンスが良いのか」という疑問に答えていな
い。非金銭的効用を追求すれば金銭的効用が高くなるの
であろうか。この問いに対する答えは、たぶん、長期的
な利潤獲得という答えかもしれない。短期的には非金銭
的効用に基づく意思決定が、長期的に莫大な経済的利益
をもたらす場合がある。エーザイはWHOと慈善団体と
一緒になって、リンパ系フィラリア症制圧活動に参加し
ている。一見すると社会慈善活動への参画であるが、長
期的には同社の未開拓分野におけるプレゼンスを高め、
経済的リターンが期待できる。とはいっても、まだこの
SEW理論も緒に就いたばかりで、未開拓な余地はたく
さんあるといえる。その可能性に期待するものである。

そしてこれから（未来）

　ファミリービジネス研究は、これまでどちらかという
と、日の当たらない非主流の研究分野と見なされてき
た。それは、ファミリービジネスが遅れた存在で、いず
れ淘汰され、消滅するかあるいは絶滅種のように少数が
ひっそりと生き残るかと思われてきたからである。しか
し、現実には、その数も規模も、また経済全体に対する
影響度においても圧倒的な存在である。さらに、勃興す
る新興国経済の担い手の多数がまさにファミリービジネ
スである。
　Miller and Le Breton-Miller （2005）が興味ある発見
をしている。永続するファミリービジネスの経営プラク
ティスは、一般に見る経営学の教科書にはない特質を持
っていると述べている。それは、ファミリービジネスの
経営ソフトというものである。具体的には、①人の心を
動かす理念、②金銭よりも実質の重視、③相互忠誠の文
化、④経営幹部の長年に及ぶ修業訓練、⑤個人よりも集
団の優先、⑥忍耐と完璧主義、⑦宗教的異端性、⑧スパ

ルタ式倹約主義、⑨終身任期、⑩あいまいな組織、であ
る。このリストはいまや失われようとしている日本的経
営と符合することが多い。「日本的経営」といわれるも
のは、一般に「終身雇用制」「人本主義」「株主の希薄的
存在」「集団主義」「企業内労働市場」といわれてきた。
資本主義の形は決して単一のものではない（Albert, 
1991）。欧米の資本主義でも、「アングロサクソン型」と

「ライン型」とがあり、ライン型資本主義は日本的経営
モデルときわめて親和性が高い。その意味では、ファミ
リービジネスの経営は１つの共有された資本主義の形な
のかもしれない。その意味で、台頭しつつある新興国の
ファミリー企業も、日本のファミリー企業から学ぶこと
が多いといえる。その意味で、もう一度日本的経営に関
する理論構築が急がれる。
　その方法は、まず日本のファミリー企業に関する実証
研究の蓄積である。まだ十分な量だとはいえない。さら
に重要なことは、ケース分析の蓄積である（曽根、
2013；加藤、2013）。こういった集中的研究から、新た
な理論の構築が期待できる。しかし、その理論は「日本
型経営」への復古をめざすものではない。もはや経済は
グローバル化し、人の移動はボーダーレスとなり、多様
性が当たり前の社会が到来している。日本のファミリー
企業においても外国人マネジャーの登用は当たり前にな
りつつある。それは一見、経営の欧米化（アングロサク
ソン型化）を推進しているようだが、ファミリービジネ
スの本質はこの流れとは異なるように見える。その意味
でも日本のファミリービジネスが持つ普遍的経営原理を
解明する必要がある。この理論構築において重要な変数
は、「地域社会資本」とでもいう概念である。ファミリ
ービジネスは長年にわたって地域のさまざまなステーク
ホルダーと濃密な社会関係を有している。それが深くフ
ァミリービジネスの蓄積資産となっているからである。
さらに、ファミリーは家系図をたどるように過去、現
在、未来の視点から経営されている。長期にわたる視点
からの「時間」を包含した経営理論が求められる。さら
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に、将来への理論的挑戦には、これまで存在してきた既
存理論の呪縛からの解放も含まれる。「所有と経営の分
離」説、あるいは「チャンドラー理論への挑戦」、さら
には「ファミリービジネスの保守性」といった通常概念
への挑戦である。
　ファミリービジネスの研究にはまだまだフロンティア
が多く存在している。その意味でその研究の未来は明る
いといえる。
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